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プライマリー分野における
“働き方改革”の実現

プライマリービジネスは、堅調なファン
ダメンタルズと資金調達コストの低さに
支えられ、各社とも好調な業績を維持し
ている。だが、資金調達需要の変化や規
制対応など、事業環境は絶えず変化して
おり、証券各社は環境変化に耐えうる筋
肉質な体制を整える必要がある。

例えば、国内市場でのIPOによる資金調
達は増加傾向にあるが、1件当たりの吸
収金額は減少（図表1）している。近年
は日本郵政やJR九州など大型案件があっ
たものの、比較的小規模な案件の占める
割合が増加傾向にあるのが背景だ。証券
各社は吸収金額に応じたフィーを得てい
るため1件当たりの収益が低下する恐れ
があるが、上場企業への審査厳格化要請
などに代表される通り、関連する当局の
要求や制度は引締め方向にある。対応に

関わる事務量や要員が増えれば当然のよ
うに収益率は低下していく為、証券会社
はデジタル化による「働き方改革」の実
現が急務であると認識している。

① 既存業務負荷の軽減

プライマリー分野では、伝統的に専門
性・希少性の高い人材を配置し、高い付
加価値を生んできた。だが、その結果、
特定の人材に業務が集中し、長時間労働
が常態化している光景が散見される。

New IT、特にRPAやAI技術の発達を踏ま
えると、公開価格算出、提案書フォー
マット生成や法務・コンプライアンスレ
ビューなどの業務は作業品質を維持しつ
つ、現場の業務負荷を削減することがで
きる。実際にNew ITの活用による業務プ
ロセスの再構築が先行している欧米では
ヒトが担うべき業務を半減～ほぼゼロ化
した事例もある。

② 新規収益源の創出

「働き方改革」の効用は、既存業務負荷
の軽減にとどまらない。

業務負荷の軽減により、これまでリーチ
することの出来なかった小規模な資金調
達需要を持つ顧客層へのセールスや、顧
客ニーズに応じたより柔軟な資金調達方
法の提案に、労働力を振り向けることが
できる。また、顧客照会への応答等、顧
客接点そのものをデジタル化することに
より、顧客行動のアナリティクスによる
潜在的な要求の抽出も可能となり、新規
収益源の創出に寄与するであろう。

前述の2点のように「働き方改革」の実
現により、プライマリービジネスは収益
性を高めることができる。だが、やみく
もにNew ITの適応を進めても投資対効果
が見込めない業務も存在するため、留意
が必要だ。OA端末のログ解析や実務担
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はじめに

過去10年の間、GAFA（Google，Amazon，
Facebook and Apple）、NATU（Netflix， 

Airbnb，Tesla，and Uber）やその他のデ
ジタル企業は業界を跨ぎ顧客体験の変革
を進めてきた。保険業界は規制や資本障
壁により、これらデジタル企業の参入脅
威から逃れてきたが、デジタル企業が作
る新たなテクノロジーは保険の既存及び
新たなバリューチェーンに変革を要求す
る。また、当局も金融イノベーションの
促進のための環境整備に並々ならぬ決意
を表明しており、国内の問題意識の高い
有識者や経営者はデジタル・トランス
フォーメーションを進めている。

Digital Business=Global Business

昨年の11月に私はミューニックとミラン
を訪問し、グローバルに展開している欧

2018年　保険業界を占う

州の保険会社のボードメンバーと面会す
る機会を得た。Digital Business=Global 

Businessはその面会で何度も聞いたフ
レーズである。

当然のように聞こえるが、私は彼らがグ
ローバルでファーストティアー保険会社
であり続ける一つの要素を見た気がし
た。日本の保険会社と違い彼らは組織の
ダイバーシティ―が（その地域性のメ
リットもあり）進んでいるため、低い障
壁で世界の会社、世界の人材、世界のソ
リューションを活用出来る。よって、彼
らが作るエコシステムは世界レベルであ
り、（その質は高い・低いは議論がある
と思うが）間違いなく幅広いはずである。

公知の情報から欧州保険会社の経営（デ
ジタル）戦略を整理した（図表1）。私
は欧州保険会社のボードメンバーから直

接戦略を支える5つの柱に対する事例と
その変遷を聞いたが、全ての柱について
100名以上の専任体制（柱によっては、
スタートアップ出身者などの外部人材を
採用）を組成し、そして日々既存の仕組
みへの組み込み、そして既存にないもの
はグループとしてのテンプレートを準備
し、パイロットカントリーへの導入を経
てグローバルへの展開を進めており、他
保険会社などとしのぎを削っている。

そういった意味で日本の保険会社はデジ
タル化に対して高い障壁がある。（特に
人材の確保と言う点で、世界のタレント
が日本の保険会社で働きたいと言うモチ
ベーションは欧州保険会社と比較し低く
なることは想像に難くない）。よって、
日本の保険会社はより真剣により戦略的
にデジタル化に取り組まないといけない
が、状況は後塵を拝していると言わざる
を得ない。

当者の動作分析を実施し、その結果に応
じてアウトソースの活用などNew IT活用
以外のソリューションも柔軟に検討する
ことが、「働き方改革」を実現する上で
の要諦である。

トレーディング分野における
“コスト削減”の実現

2017年10月に発表された米銀大手6社の
Q3決算発表は予想を上回る結果となっ
たが、トレーディング収益は債券ボラ
ティリティ低下やヘッジファンドの減少
を背景に、総じて軟調となった。トレー
ディングビジネスは市況の影響を受けや
すいため、欧米の金融機関では、局面に
依存せず利益を上げられるようトレー
ディング業務に関するコスト削減を図る
動きを加速させている。

本邦金融機関においても、こうしたコス
ト削減の欲求は高まるものと考えられ

る。特にプラットフォーム統一の実現や
ブッキングモデル最適化がキーワードと
なるであろう。

① シングル・プラットフォームの実現

本邦金融機関は、歴史的にマーケットや
アセットクラス別にITインフラを整備し
てきたため、各業務・システムが部分最
適化されている（図表2）。

このため、グローバル規制・制度対応に
あたっては、拠点毎に保有するデータの
鮮度・粒度を統一する対応を実施する必
要があり、コストが高額となりがちであ
り、トレーディング・プラットフォーム
を統一することにより、グローバルにお
けるコスト削減が可能となる。

② グローバルブッキングモデルの再考

本邦金融機関のデリバティブビジネスに
おいては、バック機能のみならず、約定

や値洗い等のフロント、ミドルの機能も
含め、各国で異なるシステムを利用して
いることが多い。そのような機能・シス
テムの分散化は、規制・制度変更の度
に、システムコスト増大に繋がる。デリ
バティブビジネスのコスト削減を今後検
討する上では、顧客・規制当局・投資家
等のステークホルダーを考慮し、資本効
率・業務効率の観点で、グローバルオペ
レーション最適化を再考することが重要
である。この点、まずはグローバルブッ
キングモデルの再考をすることから始
め、コスト削減の礎を築くのが得策であ
ろう。

シングル・プラットフォームの実現や
ブッキングモデル最適化は、コスト削減
だけでなく、その先にある収益拡大にも
寄与すると弊社は想定しており、支援を
拡大していきたいと考えている。

リテールビジネスにおける
“顧客本位”の実現

リテール業務においては、フィデュ―
シャリー・デューティーへの取り組みが
色濃く反映される年となるであろう。
2017年3月に金融庁が公表した顧客本位
の業務運営に関する原則に基づき、既に
各社は顧客本位の徹底、高度化を図るた
めの指針を相次いで公表している。だ
が、特に顧客接点が多いリテール営業の
現場において、この指針をどのように業
務に反映していくか、明確に描けている
金融機関は少ないように見受けられる。

営業員が特定の商品やサービスを選定し
販売・提供する現状の営業スタイルで
は、顧客本位を追求することに限界があ
る。この点に関して、改革の方向性は3

つあるが、いずれもデジタルを積極的に
活用すべきと考えている。

① 情報提供の高度化

既にタブレット端末を使った営業スタイ
ルは普及しつつあるが、営業員は顧客に
適切な情報を提供することが出来ている
のだろうか。たしかに営業ツール・資産
のデジタル化により、情報供給量は飛躍
的に増えた。但し、それだけでは膨大化
した情報量の取捨選択を営業員も顧客も
思うように出来ていないように見受けら
れる。そこで弊社は、AR（Augmented 

Reality）の可能性に着目している。

AR活用による利点は、スペース制約が
あるタブレットに比べ、個人毎の供給情
報最適化が容易いことやデザイン性に富
むことなど、対個人にカスタマイズ出来
る点だ。これにより、従来の営業員主体
の情報提供から、顧客主導の情報取得へ
と昇華することができると考えられる。

また、その戦略は欧州保険会社と同一で
はないと私は考えている。それは既存の
レガシーを軽量化し、組み込み可能な構
成にし、つまりスタートアップや異業種
が出来ない真の顧客ニーズに直結する新
たな商品・サービスを提供すべきである
と私は考えている。

各社、その戦略は異なるものの、日本の
ファーストティア－保険会社は、したた
かに、またグローバルな視点で先行した
取り組みを進めている。

顧客のリスク対応の変化（保険ビ
ジネスへの影響）　

グローバル化に関わらず、デジタル社会
に向けた対応は必須となる。それは、顧
客のリスク対応の変化により起こる（図

表2）。これまでは自分のリスクが計り
かねていた状況から、新しいテクノロ
ジーは「病気になるリスク」や「事故に
あうリスク」をわかりやすくし、故にリ
スクを限定的なものとし、顧客は必要と
なるリスクに対する保障を求めればよく
なる。また、世帯構成の変化（核家族化
など）は必要となるリスクに対する保障
の大きさも変えていくであろう。

この変化は保険ビジネスにも大きな影響
を及ぼす（図表3）と考えており、既に
国内の数社の保険会社はビジネスのトラ
ンスフォーメーションを全速力で進めて
いる。この動きはテクノロジーの進化も
一因であるが、保険・金融以外の業界で
見られる顧客主義、顧客本位を意識しは
じめた正しい動きと言える。

私にあった保険を、私に必要な保険を、
私が必要なときに、この顧客のニーズに
応えるにはバリューチェーンを拡大し、
複数のエコシステムを構築し顧客の情報
を取得する必要がある。現在の保険会社
は顧客の接点での優位性は低い。そこに
異業種からの参入の脅威があるが、脅威
は取り込むしかない。優秀な人材を持つ
大企業こそ、その英知を新たな保険の形
を作ることにつぎ込むべきである。

これまで日本の保険会社が築いてきた
「安心」と言うブランドは大きい。この
安心を武器に、もともとある顧客ニーズ
に対する商品・サービスをいち早く提供
し、大きく取り込む。豊富なアセットを
持つ今こそ将来へ向けた正しい投資が必
要となる。

「正しい戦略を持ち、やると決めたらや
り続ける。やるしかないものは既存ビジ
ネスにどんな影響を及ぼそうが、その他
どのような障壁があっても完遂する。」

これは欧州保険会社のボードメンバーが
面会の最後に締めくくったフレーズであ
る。世界をリードする会社の経営者は、
その先を見据え、変わり続けようとして
いる。

レガシーとのバランス

現在のキャッシュを生み続ける既存の
マーケット及びレガシー（人・システ
ム・商習慣）を守り続けることは肝要で
あり、経営最重要トピックであることに
間違いはない。既存とデジタル化をどう
バランスするか、どう融合していくの
か。このバランスや戦略を間違えると将
来の保険会社はデジタル化の脅威におび
えて過ごすことになる。

弊社は数年前から「デジタルEA」の策
定・実行を複数の保険会社に提供してい
る。詳細な説明は紙面の制限からここで
は、割愛するがビジネスイノベーション
の加速とイノベーションリスクの低減
（軽量化）を両立する為に、①イノベー
ション創出態勢、②デジタルEA、③デ
ジタルレジリエンスが必要であると提言
させて頂いている。

この提言と合わせレガシーとのバランス
をとる最重要施策は社員のスキル転換で
あると私は考えている。保険会社は、日
本の優秀な人材を保有している。日本型
のデジタル・イノベーションのあり方
は、その優秀な社員のスキル及び方向性
転換ではないか。その転換は難易度が高
いと感じられるかも知れない。しかし、
現在の保険会社の繁栄を作ってきたのも
彼らの存在が大きい。彼らのポテンシャ
ルを抑制することではなく、解き放つ経

② 総合投資サービスの提供

証券業は従来、株・債券・投資信託・為
替など、「金融商品」として定義され
る、流動性の高いアセットのみを取り
扱ってきた。近年、これら既存のアセッ
トとは異なる、新しいアセットの市場形
成が、異業種により動き出しはじめて
いる。

新しいアセットの商品は、流動性が極め
て低かったもの（非上場企業の株式、エ
ネルギー、不動産など）、資産価値は高
いが真贋の証明が難しく、市場化が困難
であったもの（貴商品等）、全く新しい
デジタルアセット（仮想通貨、個人の時
間、著作権等）などである。

海外では再生可能エネルギーのP2P取引
プラットフォーム（豪：Power Ledger社）
や ダ イ ヤ モ ン ド の 資 産 管 理 プ ラ ッ ト
フォーム（英：everledger社）の実証実験
が実施され、実際に取引が始まっている。

営施策を策定すること。これは実は保険
会社の経営者が英断すべき一つの重要施
策ではないかと考えている。

優先順位のNo.1は「顧客ではなく、社
員」。勿論、顧客が最優先、最重要であ
る。その為のアプローチが正しいかは重
要である。そのアプローチの主役は社員
であり、経営者がそれを社員に伝え、優
秀な部下のパフォーマンスを最大化する
ことに時間を使うこと。部下→顧客→自
社と言うあるべき優先順位に自社のガバ
ナンスを変革すること、ここに日本の経
営者が気づくことが肝要であると考えて
いる。

証券会社として、新商品選定は慎重に行
うべきであるが、ブロックチェーンなど
の新技術を採用しつつ、投資全般を請け
負う会社として裾野を広げることを検討
する時期に差し掛かっている。

③ 非金融商品・サービスの提供
   （ライフコンシェルジュ化）

顧客本位のサービスをより高い次元へと
昇華させる為には、金融サービス以外に
も選択肢を広げる必要がある。特に主た
る顧客層の高齢者は、より幅広なサポー
トを必要としている。証券業務に特化し
たサービスを提供することも一つの選択
肢であるが、今後参入が予想される異業
種の多くは顧客のトータルライフコー
ディネートを意識しており、単一のサー
ビスでは顧客への訴求力が相対的に低下
する恐れがある。

こうした脅威に対し、総合証券会社の強
みは、富裕層である高齢者の情報を既に
保有しており、且つ全国にネットワーク
を持っている点だ。証券各社は、定期的
な顧客接点の中で投資を中心としてサー
ビスを展開しつつ、医療・介護関連サー
ビスや富裕層の生活や嗜好品に合わせた
物品案内や補助を、デジタルツールを駆
使しながら行うことで、顧客のコンシェ
ルジュとして消費活動をサポートするこ
とはできないだろうか。

総務省の調べ*1によると、高齢者は主に
非対面による信頼構築の不足とITリテラ
シー不足が原因で、ネット上での消費活
動を好んでいない。総合証券会社のネッ
トワークは、こうした現状に対して大き
な武器となりうる。

まとめ

欧州保険会社のボードメンバーが発言し
ていた言葉が印象的だった。

『保険会社は機会のプロフェッショナル
ではないが、リスクに対するプロフェッ
ショナルである。デジタライゼーション
を機会ではなく、リスクと捉えれば保険
会社はそれに立ち向かう先駆者になるべ
きである。』彼は社内の説得にこの考え
を良く使うと言っていたが、リスクに対
するプロフェッショナルである保険会社
の優位性を、デジタライゼーションと言
う機会に対し、どう向き合わせるかを意
識づける良い考えだと感じた。

それは、つまり1周先にある欧州保険会
社の経営者もデジタル・トランスフォー
メーションに対して様々な障壁を持ち、
悩み続け走り続けていると言うことであ
る。日本の保険会社の経営者が彼らと対
峙し、日本の世界品質を成し遂げる。こ
の活動を弊社はグローバルネットワーク
の活用、及びデジタル・イノベーション
を推進する立場として、あるべきコンサ
ルティング及び事業運営のご支援を三人
称ではなく、一人称として身を引き締め
つつ実施していきたいと考えている。

このような証券営業員のライフコンシェ
ルジュ化はあくまで一例であるが、顧客
本位を追及するためには、顧客の消費行
動にまで目を向ける必要があると弊社は
考えている。

終わりに

本稿では、NewIT活用を中心としたイノ
ベーションによる既存業務・コスト構造
の変革、及び新たな顧客基盤獲得に向け
た取組み事例を述べた。

弊社としては、これらの事例のみなら
ず、引き続き本年も皆様のイノベーショ
ンに取り組み、成長の手助けをしていき
たいと考えている。

*1 総務省政策白書27年版
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/
whitepaper/ja/h27/html/nc122400.html
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プライマリー分野における
“働き方改革”の実現

プライマリービジネスは、堅調なファン
ダメンタルズと資金調達コストの低さに
支えられ、各社とも好調な業績を維持し
ている。だが、資金調達需要の変化や規
制対応など、事業環境は絶えず変化して
おり、証券各社は環境変化に耐えうる筋
肉質な体制を整える必要がある。

例えば、国内市場でのIPOによる資金調
達は増加傾向にあるが、1件当たりの吸
収金額は減少（図表1）している。近年
は日本郵政やJR九州など大型案件があっ
たものの、比較的小規模な案件の占める
割合が増加傾向にあるのが背景だ。証券
各社は吸収金額に応じたフィーを得てい
るため1件当たりの収益が低下する恐れ
があるが、上場企業への審査厳格化要請
などに代表される通り、関連する当局の
要求や制度は引締め方向にある。対応に

図表1   Allianzはデジタライゼーションに特化したアジェンダを設定し、グローバルで連携を取りながら推進

関わる事務量や要員が増えれば当然のよ
うに収益率は低下していく為、証券会社
はデジタル化による「働き方改革」の実
現が急務であると認識している。

① 既存業務負荷の軽減

プライマリー分野では、伝統的に専門
性・希少性の高い人材を配置し、高い付
加価値を生んできた。だが、その結果、
特定の人材に業務が集中し、長時間労働
が常態化している光景が散見される。

New IT、特にRPAやAI技術の発達を踏ま
えると、公開価格算出、提案書フォー
マット生成や法務・コンプライアンスレ
ビューなどの業務は作業品質を維持しつ
つ、現場の業務負荷を削減することがで
きる。実際にNew ITの活用による業務プ
ロセスの再構築が先行している欧米では
ヒトが担うべき業務を半減～ほぼゼロ化
した事例もある。

② 新規収益源の創出

「働き方改革」の効用は、既存業務負荷
の軽減にとどまらない。

業務負荷の軽減により、これまでリーチ
することの出来なかった小規模な資金調
達需要を持つ顧客層へのセールスや、顧
客ニーズに応じたより柔軟な資金調達方
法の提案に、労働力を振り向けることが
できる。また、顧客照会への応答等、顧
客接点そのものをデジタル化することに
より、顧客行動のアナリティクスによる
潜在的な要求の抽出も可能となり、新規
収益源の創出に寄与するであろう。

前述の2点のように「働き方改革」の実
現により、プライマリービジネスは収益
性を高めることができる。だが、やみく
もにNew ITの適応を進めても投資対効果
が見込めない業務も存在するため、留意
が必要だ。OA端末のログ解析や実務担

はじめに

過去10年の間、GAFA（Google，Amazon，
Facebook and Apple）、NATU（Netflix， 

Airbnb，Tesla，and Uber）やその他のデ
ジタル企業は業界を跨ぎ顧客体験の変革
を進めてきた。保険業界は規制や資本障
壁により、これらデジタル企業の参入脅
威から逃れてきたが、デジタル企業が作
る新たなテクノロジーは保険の既存及び
新たなバリューチェーンに変革を要求す
る。また、当局も金融イノベーションの
促進のための環境整備に並々ならぬ決意
を表明しており、国内の問題意識の高い
有識者や経営者はデジタル・トランス
フォーメーションを進めている。

Digital Business=Global Business

昨年の11月に私はミューニックとミラン
を訪問し、グローバルに展開している欧

州の保険会社のボードメンバーと面会す
る機会を得た。Digital Business=Global 

Businessはその面会で何度も聞いたフ
レーズである。

当然のように聞こえるが、私は彼らがグ
ローバルでファーストティアー保険会社
であり続ける一つの要素を見た気がし
た。日本の保険会社と違い彼らは組織の
ダイバーシティ―が（その地域性のメ
リットもあり）進んでいるため、低い障
壁で世界の会社、世界の人材、世界のソ
リューションを活用出来る。よって、彼
らが作るエコシステムは世界レベルであ
り、（その質は高い・低いは議論がある
と思うが）間違いなく幅広いはずである。

公知の情報から欧州保険会社の経営（デ
ジタル）戦略を整理した（図表1）。私
は欧州保険会社のボードメンバーから直

接戦略を支える5つの柱に対する事例と
その変遷を聞いたが、全ての柱について
100名以上の専任体制（柱によっては、
スタートアップ出身者などの外部人材を
採用）を組成し、そして日々既存の仕組
みへの組み込み、そして既存にないもの
はグループとしてのテンプレートを準備
し、パイロットカントリーへの導入を経
てグローバルへの展開を進めており、他
保険会社などとしのぎを削っている。

そういった意味で日本の保険会社はデジ
タル化に対して高い障壁がある。（特に
人材の確保と言う点で、世界のタレント
が日本の保険会社で働きたいと言うモチ
ベーションは欧州保険会社と比較し低く
なることは想像に難くない）。よって、
日本の保険会社はより真剣により戦略的
にデジタル化に取り組まないといけない
が、状況は後塵を拝していると言わざる
を得ない。

当者の動作分析を実施し、その結果に応
じてアウトソースの活用などNew IT活用
以外のソリューションも柔軟に検討する
ことが、「働き方改革」を実現する上で
の要諦である。

トレーディング分野における
“コスト削減”の実現

2017年10月に発表された米銀大手6社の
Q3決算発表は予想を上回る結果となっ
たが、トレーディング収益は債券ボラ
ティリティ低下やヘッジファンドの減少
を背景に、総じて軟調となった。トレー
ディングビジネスは市況の影響を受けや
すいため、欧米の金融機関では、局面に
依存せず利益を上げられるようトレー
ディング業務に関するコスト削減を図る
動きを加速させている。

本邦金融機関においても、こうしたコス
ト削減の欲求は高まるものと考えられ

る。特にプラットフォーム統一の実現や
ブッキングモデル最適化がキーワードと
なるであろう。

① シングル・プラットフォームの実現

本邦金融機関は、歴史的にマーケットや
アセットクラス別にITインフラを整備し
てきたため、各業務・システムが部分最
適化されている（図表2）。

このため、グローバル規制・制度対応に
あたっては、拠点毎に保有するデータの
鮮度・粒度を統一する対応を実施する必
要があり、コストが高額となりがちであ
り、トレーディング・プラットフォーム
を統一することにより、グローバルにお
けるコスト削減が可能となる。

② グローバルブッキングモデルの再考

本邦金融機関のデリバティブビジネスに
おいては、バック機能のみならず、約定

や値洗い等のフロント、ミドルの機能も
含め、各国で異なるシステムを利用して
いることが多い。そのような機能・シス
テムの分散化は、規制・制度変更の度
に、システムコスト増大に繋がる。デリ
バティブビジネスのコスト削減を今後検
討する上では、顧客・規制当局・投資家
等のステークホルダーを考慮し、資本効
率・業務効率の観点で、グローバルオペ
レーション最適化を再考することが重要
である。この点、まずはグローバルブッ
キングモデルの再考をすることから始
め、コスト削減の礎を築くのが得策であ
ろう。

シングル・プラットフォームの実現や
ブッキングモデル最適化は、コスト削減
だけでなく、その先にある収益拡大にも
寄与すると弊社は想定しており、支援を
拡大していきたいと考えている。

リテールビジネスにおける
“顧客本位”の実現

リテール業務においては、フィデュ―
シャリー・デューティーへの取り組みが
色濃く反映される年となるであろう。
2017年3月に金融庁が公表した顧客本位
の業務運営に関する原則に基づき、既に
各社は顧客本位の徹底、高度化を図るた
めの指針を相次いで公表している。だ
が、特に顧客接点が多いリテール営業の
現場において、この指針をどのように業
務に反映していくか、明確に描けている
金融機関は少ないように見受けられる。

営業員が特定の商品やサービスを選定し
販売・提供する現状の営業スタイルで
は、顧客本位を追求することに限界があ
る。この点に関して、改革の方向性は3

つあるが、いずれもデジタルを積極的に
活用すべきと考えている。

① 情報提供の高度化

既にタブレット端末を使った営業スタイ
ルは普及しつつあるが、営業員は顧客に
適切な情報を提供することが出来ている
のだろうか。たしかに営業ツール・資産
のデジタル化により、情報供給量は飛躍
的に増えた。但し、それだけでは膨大化
した情報量の取捨選択を営業員も顧客も
思うように出来ていないように見受けら
れる。そこで弊社は、AR（Augmented 

Reality）の可能性に着目している。

AR活用による利点は、スペース制約が
あるタブレットに比べ、個人毎の供給情
報最適化が容易いことやデザイン性に富
むことなど、対個人にカスタマイズ出来
る点だ。これにより、従来の営業員主体
の情報提供から、顧客主導の情報取得へ
と昇華することができると考えられる。

また、その戦略は欧州保険会社と同一で
はないと私は考えている。それは既存の
レガシーを軽量化し、組み込み可能な構
成にし、つまりスタートアップや異業種
が出来ない真の顧客ニーズに直結する新
たな商品・サービスを提供すべきである
と私は考えている。

各社、その戦略は異なるものの、日本の
ファーストティア－保険会社は、したた
かに、またグローバルな視点で先行した
取り組みを進めている。

顧客のリスク対応の変化（保険ビ
ジネスへの影響）　

グローバル化に関わらず、デジタル社会
に向けた対応は必須となる。それは、顧
客のリスク対応の変化により起こる（図

表2）。これまでは自分のリスクが計り
かねていた状況から、新しいテクノロ
ジーは「病気になるリスク」や「事故に
あうリスク」をわかりやすくし、故にリ
スクを限定的なものとし、顧客は必要と
なるリスクに対する保障を求めればよく
なる。また、世帯構成の変化（核家族化
など）は必要となるリスクに対する保障
の大きさも変えていくであろう。

この変化は保険ビジネスにも大きな影響
を及ぼす（図表3）と考えており、既に
国内の数社の保険会社はビジネスのトラ
ンスフォーメーションを全速力で進めて
いる。この動きはテクノロジーの進化も
一因であるが、保険・金融以外の業界で
見られる顧客主義、顧客本位を意識しは
じめた正しい動きと言える。

私にあった保険を、私に必要な保険を、
私が必要なときに、この顧客のニーズに
応えるにはバリューチェーンを拡大し、
複数のエコシステムを構築し顧客の情報
を取得する必要がある。現在の保険会社
は顧客の接点での優位性は低い。そこに
異業種からの参入の脅威があるが、脅威
は取り込むしかない。優秀な人材を持つ
大企業こそ、その英知を新たな保険の形
を作ることにつぎ込むべきである。

これまで日本の保険会社が築いてきた
「安心」と言うブランドは大きい。この
安心を武器に、もともとある顧客ニーズ
に対する商品・サービスをいち早く提供
し、大きく取り込む。豊富なアセットを
持つ今こそ将来へ向けた正しい投資が必
要となる。

「正しい戦略を持ち、やると決めたらや
り続ける。やるしかないものは既存ビジ
ネスにどんな影響を及ぼそうが、その他
どのような障壁があっても完遂する。」

これは欧州保険会社のボードメンバーが
面会の最後に締めくくったフレーズであ
る。世界をリードする会社の経営者は、
その先を見据え、変わり続けようとして
いる。

レガシーとのバランス

現在のキャッシュを生み続ける既存の
マーケット及びレガシー（人・システ
ム・商習慣）を守り続けることは肝要で
あり、経営最重要トピックであることに
間違いはない。既存とデジタル化をどう
バランスするか、どう融合していくの
か。このバランスや戦略を間違えると将
来の保険会社はデジタル化の脅威におび
えて過ごすことになる。

弊社は数年前から「デジタルEA」の策
定・実行を複数の保険会社に提供してい
る。詳細な説明は紙面の制限からここで
は、割愛するがビジネスイノベーション
の加速とイノベーションリスクの低減
（軽量化）を両立する為に、①イノベー
ション創出態勢、②デジタルEA、③デ
ジタルレジリエンスが必要であると提言
させて頂いている。

この提言と合わせレガシーとのバランス
をとる最重要施策は社員のスキル転換で
あると私は考えている。保険会社は、日
本の優秀な人材を保有している。日本型
のデジタル・イノベーションのあり方
は、その優秀な社員のスキル及び方向性
転換ではないか。その転換は難易度が高
いと感じられるかも知れない。しかし、
現在の保険会社の繁栄を作ってきたのも
彼らの存在が大きい。彼らのポテンシャ
ルを抑制することではなく、解き放つ経
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② 総合投資サービスの提供

証券業は従来、株・債券・投資信託・為
替など、「金融商品」として定義され
る、流動性の高いアセットのみを取り
扱ってきた。近年、これら既存のアセッ
トとは異なる、新しいアセットの市場形
成が、異業種により動き出しはじめて
いる。

新しいアセットの商品は、流動性が極め
て低かったもの（非上場企業の株式、エ
ネルギー、不動産など）、資産価値は高
いが真贋の証明が難しく、市場化が困難
であったもの（貴商品等）、全く新しい
デジタルアセット（仮想通貨、個人の時
間、著作権等）などである。

海外では再生可能エネルギーのP2P取引
プラットフォーム（豪：Power Ledger社）
や ダ イ ヤ モ ン ド の 資 産 管 理 プ ラ ッ ト
フォーム（英：everledger社）の実証実験
が実施され、実際に取引が始まっている。

営施策を策定すること。これは実は保険
会社の経営者が英断すべき一つの重要施
策ではないかと考えている。

優先順位のNo.1は「顧客ではなく、社
員」。勿論、顧客が最優先、最重要であ
る。その為のアプローチが正しいかは重
要である。そのアプローチの主役は社員
であり、経営者がそれを社員に伝え、優
秀な部下のパフォーマンスを最大化する
ことに時間を使うこと。部下→顧客→自
社と言うあるべき優先順位に自社のガバ
ナンスを変革すること、ここに日本の経
営者が気づくことが肝要であると考えて
いる。

証券会社として、新商品選定は慎重に行
うべきであるが、ブロックチェーンなど
の新技術を採用しつつ、投資全般を請け
負う会社として裾野を広げることを検討
する時期に差し掛かっている。

③ 非金融商品・サービスの提供
   （ライフコンシェルジュ化）

顧客本位のサービスをより高い次元へと
昇華させる為には、金融サービス以外に
も選択肢を広げる必要がある。特に主た
る顧客層の高齢者は、より幅広なサポー
トを必要としている。証券業務に特化し
たサービスを提供することも一つの選択
肢であるが、今後参入が予想される異業
種の多くは顧客のトータルライフコー
ディネートを意識しており、単一のサー
ビスでは顧客への訴求力が相対的に低下
する恐れがある。

こうした脅威に対し、総合証券会社の強
みは、富裕層である高齢者の情報を既に
保有しており、且つ全国にネットワーク
を持っている点だ。証券各社は、定期的
な顧客接点の中で投資を中心としてサー
ビスを展開しつつ、医療・介護関連サー
ビスや富裕層の生活や嗜好品に合わせた
物品案内や補助を、デジタルツールを駆
使しながら行うことで、顧客のコンシェ
ルジュとして消費活動をサポートするこ
とはできないだろうか。

総務省の調べ*1によると、高齢者は主に
非対面による信頼構築の不足とITリテラ
シー不足が原因で、ネット上での消費活
動を好んでいない。総合証券会社のネッ
トワークは、こうした現状に対して大き
な武器となりうる。

まとめ

欧州保険会社のボードメンバーが発言し
ていた言葉が印象的だった。

『保険会社は機会のプロフェッショナル
ではないが、リスクに対するプロフェッ
ショナルである。デジタライゼーション
を機会ではなく、リスクと捉えれば保険
会社はそれに立ち向かう先駆者になるべ
きである。』彼は社内の説得にこの考え
を良く使うと言っていたが、リスクに対
するプロフェッショナルである保険会社
の優位性を、デジタライゼーションと言
う機会に対し、どう向き合わせるかを意
識づける良い考えだと感じた。

それは、つまり1周先にある欧州保険会
社の経営者もデジタル・トランスフォー
メーションに対して様々な障壁を持ち、
悩み続け走り続けていると言うことであ
る。日本の保険会社の経営者が彼らと対
峙し、日本の世界品質を成し遂げる。こ
の活動を弊社はグローバルネットワーク
の活用、及びデジタル・イノベーション
を推進する立場として、あるべきコンサ
ルティング及び事業運営のご支援を三人
称ではなく、一人称として身を引き締め
つつ実施していきたいと考えている。

シングル・デジタル・アジェンダ（2016年11月末発表）

グローバル・マネージメント・プラットフォーム(インフラとサービス提供)
AMOS：Allianz Managed Operation Service

グローバル・イノベーションの取り組みとGDF ファクトリー・アプローチ

別会社化グローバル・デジタル・
ファクトリー（GDF）

働き方

既存ビジネスのデジ
タル・ジャーニー・ト
ラ ン ス フ ォ ー メ ー
ション

AllianzX
スタートアップ・エコシ
ステムと繋がり、新サー
ビス創 設 者（Disrup -
tors）を採 用、会 社設
立利益を享受

グローバル・デジタル・
パートナーシップ

適切なエコシステム
のキー・プレイヤー
とパートナー選択

デジタル・ピュア・プレイ

新規ビジネス創造NPS増加とリテンション

デジタル提案とデジ
タル・チャネルの開
発と拡大

アドバンスド・ビジネス・
アナリティクス

Allianzバリューチェー
ンの拡大、変革に向
けたアナリティクス
適用

フランス

ラテンアメリカ
スペイン、
ポルトガル

   ドイツ　
ミュンヘン

その他地域
デジタル
取り組み

アジア
パシフィック

グローバル適用への加速

コスト削減

高品質
GDFの役割：①グローバル・デジタル推進のドライバー
 ②デジタル・ナレッジの集約拠点
 ③Allianzデジタル・カルチャーの手本

：グローバル・デジタル・ファクトリー(GDF) ：デジタル・ラボ

デザイン
G D F に て デ ジ タ
ル・カスタ マー・
ジャーニーをデザ
イン(各社と共同で
策定)

開発
GDFがサポートし、
リーディング会 社
が開発および実装

グローバル適用
全てのグローバル
各 社 へ の 展 開 を
実施

@

このような証券営業員のライフコンシェ
ルジュ化はあくまで一例であるが、顧客
本位を追及するためには、顧客の消費行
動にまで目を向ける必要があると弊社は
考えている。

終わりに

本稿では、NewIT活用を中心としたイノ
ベーションによる既存業務・コスト構造
の変革、及び新たな顧客基盤獲得に向け
た取組み事例を述べた。

弊社としては、これらの事例のみなら
ず、引き続き本年も皆様のイノベーショ
ンに取り組み、成長の手助けをしていき
たいと考えている。

*1 総務省政策白書27年版
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/
whitepaper/ja/h27/html/nc122400.html
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図表2   テクノロジーの進化が、顧客のリスク対応のあり方を大きく変える可能性がある

はじめに

過去10年の間、GAFA（Google，Amazon，
Facebook and Apple）、NATU（Netflix， 

Airbnb，Tesla，and Uber）やその他のデ
ジタル企業は業界を跨ぎ顧客体験の変革
を進めてきた。保険業界は規制や資本障
壁により、これらデジタル企業の参入脅
威から逃れてきたが、デジタル企業が作
る新たなテクノロジーは保険の既存及び
新たなバリューチェーンに変革を要求す
る。また、当局も金融イノベーションの
促進のための環境整備に並々ならぬ決意
を表明しており、国内の問題意識の高い
有識者や経営者はデジタル・トランス
フォーメーションを進めている。

Digital Business=Global Business

昨年の11月に私はミューニックとミラン
を訪問し、グローバルに展開している欧

州の保険会社のボードメンバーと面会す
る機会を得た。Digital Business=Global 

Businessはその面会で何度も聞いたフ
レーズである。

当然のように聞こえるが、私は彼らがグ
ローバルでファーストティアー保険会社
であり続ける一つの要素を見た気がし
た。日本の保険会社と違い彼らは組織の
ダイバーシティ―が（その地域性のメ
リットもあり）進んでいるため、低い障
壁で世界の会社、世界の人材、世界のソ
リューションを活用出来る。よって、彼
らが作るエコシステムは世界レベルであ
り、（その質は高い・低いは議論がある
と思うが）間違いなく幅広いはずである。

公知の情報から欧州保険会社の経営（デ
ジタル）戦略を整理した（図表1）。私
は欧州保険会社のボードメンバーから直

接戦略を支える5つの柱に対する事例と
その変遷を聞いたが、全ての柱について
100名以上の専任体制（柱によっては、
スタートアップ出身者などの外部人材を
採用）を組成し、そして日々既存の仕組
みへの組み込み、そして既存にないもの
はグループとしてのテンプレートを準備
し、パイロットカントリーへの導入を経
てグローバルへの展開を進めており、他
保険会社などとしのぎを削っている。

そういった意味で日本の保険会社はデジ
タル化に対して高い障壁がある。（特に
人材の確保と言う点で、世界のタレント
が日本の保険会社で働きたいと言うモチ
ベーションは欧州保険会社と比較し低く
なることは想像に難くない）。よって、
日本の保険会社はより真剣により戦略的
にデジタル化に取り組まないといけない
が、状況は後塵を拝していると言わざる
を得ない。

また、その戦略は欧州保険会社と同一で
はないと私は考えている。それは既存の
レガシーを軽量化し、組み込み可能な構
成にし、つまりスタートアップや異業種
が出来ない真の顧客ニーズに直結する新
たな商品・サービスを提供すべきである
と私は考えている。

各社、その戦略は異なるものの、日本の
ファーストティア－保険会社は、したた
かに、またグローバルな視点で先行した
取り組みを進めている。

顧客のリスク対応の変化（保険ビ
ジネスへの影響）　

グローバル化に関わらず、デジタル社会
に向けた対応は必須となる。それは、顧
客のリスク対応の変化により起こる（図

表2）。これまでは自分のリスクが計り
かねていた状況から、新しいテクノロ
ジーは「病気になるリスク」や「事故に
あうリスク」をわかりやすくし、故にリ
スクを限定的なものとし、顧客は必要と
なるリスクに対する保障を求めればよく
なる。また、世帯構成の変化（核家族化
など）は必要となるリスクに対する保障
の大きさも変えていくであろう。

この変化は保険ビジネスにも大きな影響
を及ぼす（図表3）と考えており、既に
国内の数社の保険会社はビジネスのトラ
ンスフォーメーションを全速力で進めて
いる。この動きはテクノロジーの進化も
一因であるが、保険・金融以外の業界で
見られる顧客主義、顧客本位を意識しは
じめた正しい動きと言える。

私にあった保険を、私に必要な保険を、
私が必要なときに、この顧客のニーズに
応えるにはバリューチェーンを拡大し、
複数のエコシステムを構築し顧客の情報
を取得する必要がある。現在の保険会社
は顧客の接点での優位性は低い。そこに
異業種からの参入の脅威があるが、脅威
は取り込むしかない。優秀な人材を持つ
大企業こそ、その英知を新たな保険の形
を作ることにつぎ込むべきである。

これまで日本の保険会社が築いてきた
「安心」と言うブランドは大きい。この
安心を武器に、もともとある顧客ニーズ
に対する商品・サービスをいち早く提供
し、大きく取り込む。豊富なアセットを
持つ今こそ将来へ向けた正しい投資が必
要となる。

「正しい戦略を持ち、やると決めたらや
り続ける。やるしかないものは既存ビジ
ネスにどんな影響を及ぼそうが、その他
どのような障壁があっても完遂する。」

これは欧州保険会社のボードメンバーが
面会の最後に締めくくったフレーズであ
る。世界をリードする会社の経営者は、
その先を見据え、変わり続けようとして
いる。

レガシーとのバランス

現在のキャッシュを生み続ける既存の
マーケット及びレガシー（人・システ
ム・商習慣）を守り続けることは肝要で
あり、経営最重要トピックであることに
間違いはない。既存とデジタル化をどう
バランスするか、どう融合していくの
か。このバランスや戦略を間違えると将
来の保険会社はデジタル化の脅威におび
えて過ごすことになる。

弊社は数年前から「デジタルEA」の策
定・実行を複数の保険会社に提供してい
る。詳細な説明は紙面の制限からここで
は、割愛するがビジネスイノベーション
の加速とイノベーションリスクの低減
（軽量化）を両立する為に、①イノベー
ション創出態勢、②デジタルEA、③デ
ジタルレジリエンスが必要であると提言
させて頂いている。

この提言と合わせレガシーとのバランス
をとる最重要施策は社員のスキル転換で
あると私は考えている。保険会社は、日
本の優秀な人材を保有している。日本型
のデジタル・イノベーションのあり方
は、その優秀な社員のスキル及び方向性
転換ではないか。その転換は難易度が高
いと感じられるかも知れない。しかし、
現在の保険会社の繁栄を作ってきたのも
彼らの存在が大きい。彼らのポテンシャ
ルを抑制することではなく、解き放つ経
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営施策を策定すること。これは実は保険
会社の経営者が英断すべき一つの重要施
策ではないかと考えている。

優先順位のNo.1は「顧客ではなく、社
員」。勿論、顧客が最優先、最重要であ
る。その為のアプローチが正しいかは重
要である。そのアプローチの主役は社員
であり、経営者がそれを社員に伝え、優
秀な部下のパフォーマンスを最大化する
ことに時間を使うこと。部下→顧客→自
社と言うあるべき優先順位に自社のガバ
ナンスを変革すること、ここに日本の経
営者が気づくことが肝要であると考えて
いる。

まとめ

欧州保険会社のボードメンバーが発言し
ていた言葉が印象的だった。

『保険会社は機会のプロフェッショナル
ではないが、リスクに対するプロフェッ
ショナルである。デジタライゼーション
を機会ではなく、リスクと捉えれば保険
会社はそれに立ち向かう先駆者になるべ
きである。』彼は社内の説得にこの考え
を良く使うと言っていたが、リスクに対
するプロフェッショナルである保険会社
の優位性を、デジタライゼーションと言
う機会に対し、どう向き合わせるかを意
識づける良い考えだと感じた。

それは、つまり1周先にある欧州保険会
社の経営者もデジタル・トランスフォー
メーションに対して様々な障壁を持ち、
悩み続け走り続けていると言うことであ
る。日本の保険会社の経営者が彼らと対
峙し、日本の世界品質を成し遂げる。こ
の活動を弊社はグローバルネットワーク
の活用、及びデジタル・イノベーション
を推進する立場として、あるべきコンサ
ルティング及び事業運営のご支援を三人
称ではなく、一人称として身を引き締め
つつ実施していきたいと考えている。

これまで

これから

公的保障、 
世帯構成等 
（必然性）

×
テクノロジー 
（実現性）

リ
ス
ク

リ
ス
ク

顧客のリスク対応の流れ

自身のリスクが
正しくわからない

一般リスクに備える
（保険加入）

リスクに適切に
対応できない

（リスク抑制できない）

自身のリスクが
正しくわかる

個別リスクに備える
（保険加入）

リスクに適切に
対応できる

（リスク抑制できる）
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図表3   顧客主導型のリスク対応は、従来の保険ビジネスに未曾有の影響を及ぼす可能性がある

はじめに

過去10年の間、GAFA（Google，Amazon，
Facebook and Apple）、NATU（Netflix， 

Airbnb，Tesla，and Uber）やその他のデ
ジタル企業は業界を跨ぎ顧客体験の変革
を進めてきた。保険業界は規制や資本障
壁により、これらデジタル企業の参入脅
威から逃れてきたが、デジタル企業が作
る新たなテクノロジーは保険の既存及び
新たなバリューチェーンに変革を要求す
る。また、当局も金融イノベーションの
促進のための環境整備に並々ならぬ決意
を表明しており、国内の問題意識の高い
有識者や経営者はデジタル・トランス
フォーメーションを進めている。

Digital Business=Global Business

昨年の11月に私はミューニックとミラン
を訪問し、グローバルに展開している欧

州の保険会社のボードメンバーと面会す
る機会を得た。Digital Business=Global 

Businessはその面会で何度も聞いたフ
レーズである。

当然のように聞こえるが、私は彼らがグ
ローバルでファーストティアー保険会社
であり続ける一つの要素を見た気がし
た。日本の保険会社と違い彼らは組織の
ダイバーシティ―が（その地域性のメ
リットもあり）進んでいるため、低い障
壁で世界の会社、世界の人材、世界のソ
リューションを活用出来る。よって、彼
らが作るエコシステムは世界レベルであ
り、（その質は高い・低いは議論がある
と思うが）間違いなく幅広いはずである。

公知の情報から欧州保険会社の経営（デ
ジタル）戦略を整理した（図表1）。私
は欧州保険会社のボードメンバーから直

接戦略を支える5つの柱に対する事例と
その変遷を聞いたが、全ての柱について
100名以上の専任体制（柱によっては、
スタートアップ出身者などの外部人材を
採用）を組成し、そして日々既存の仕組
みへの組み込み、そして既存にないもの
はグループとしてのテンプレートを準備
し、パイロットカントリーへの導入を経
てグローバルへの展開を進めており、他
保険会社などとしのぎを削っている。

そういった意味で日本の保険会社はデジ
タル化に対して高い障壁がある。（特に
人材の確保と言う点で、世界のタレント
が日本の保険会社で働きたいと言うモチ
ベーションは欧州保険会社と比較し低く
なることは想像に難くない）。よって、
日本の保険会社はより真剣により戦略的
にデジタル化に取り組まないといけない
が、状況は後塵を拝していると言わざる
を得ない。

また、その戦略は欧州保険会社と同一で
はないと私は考えている。それは既存の
レガシーを軽量化し、組み込み可能な構
成にし、つまりスタートアップや異業種
が出来ない真の顧客ニーズに直結する新
たな商品・サービスを提供すべきである
と私は考えている。

各社、その戦略は異なるものの、日本の
ファーストティア－保険会社は、したた
かに、またグローバルな視点で先行した
取り組みを進めている。

顧客のリスク対応の変化（保険ビ
ジネスへの影響）　

グローバル化に関わらず、デジタル社会
に向けた対応は必須となる。それは、顧
客のリスク対応の変化により起こる（図

表2）。これまでは自分のリスクが計り
かねていた状況から、新しいテクノロ
ジーは「病気になるリスク」や「事故に
あうリスク」をわかりやすくし、故にリ
スクを限定的なものとし、顧客は必要と
なるリスクに対する保障を求めればよく
なる。また、世帯構成の変化（核家族化
など）は必要となるリスクに対する保障
の大きさも変えていくであろう。

この変化は保険ビジネスにも大きな影響
を及ぼす（図表3）と考えており、既に
国内の数社の保険会社はビジネスのトラ
ンスフォーメーションを全速力で進めて
いる。この動きはテクノロジーの進化も
一因であるが、保険・金融以外の業界で
見られる顧客主義、顧客本位を意識しは
じめた正しい動きと言える。

私にあった保険を、私に必要な保険を、
私が必要なときに、この顧客のニーズに
応えるにはバリューチェーンを拡大し、
複数のエコシステムを構築し顧客の情報
を取得する必要がある。現在の保険会社
は顧客の接点での優位性は低い。そこに
異業種からの参入の脅威があるが、脅威
は取り込むしかない。優秀な人材を持つ
大企業こそ、その英知を新たな保険の形
を作ることにつぎ込むべきである。

これまで日本の保険会社が築いてきた
「安心」と言うブランドは大きい。この
安心を武器に、もともとある顧客ニーズ
に対する商品・サービスをいち早く提供
し、大きく取り込む。豊富なアセットを
持つ今こそ将来へ向けた正しい投資が必
要となる。

「正しい戦略を持ち、やると決めたらや
り続ける。やるしかないものは既存ビジ
ネスにどんな影響を及ぼそうが、その他
どのような障壁があっても完遂する。」

これは欧州保険会社のボードメンバーが
面会の最後に締めくくったフレーズであ
る。世界をリードする会社の経営者は、
その先を見据え、変わり続けようとして
いる。

レガシーとのバランス

現在のキャッシュを生み続ける既存の
マーケット及びレガシー（人・システ
ム・商習慣）を守り続けることは肝要で
あり、経営最重要トピックであることに
間違いはない。既存とデジタル化をどう
バランスするか、どう融合していくの
か。このバランスや戦略を間違えると将
来の保険会社はデジタル化の脅威におび
えて過ごすことになる。

弊社は数年前から「デジタルEA」の策
定・実行を複数の保険会社に提供してい
る。詳細な説明は紙面の制限からここで
は、割愛するがビジネスイノベーション
の加速とイノベーションリスクの低減
（軽量化）を両立する為に、①イノベー
ション創出態勢、②デジタルEA、③デ
ジタルレジリエンスが必要であると提言
させて頂いている。

この提言と合わせレガシーとのバランス
をとる最重要施策は社員のスキル転換で
あると私は考えている。保険会社は、日
本の優秀な人材を保有している。日本型
のデジタル・イノベーションのあり方
は、その優秀な社員のスキル及び方向性
転換ではないか。その転換は難易度が高
いと感じられるかも知れない。しかし、
現在の保険会社の繁栄を作ってきたのも
彼らの存在が大きい。彼らのポテンシャ
ルを抑制することではなく、解き放つ経
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営施策を策定すること。これは実は保険
会社の経営者が英断すべき一つの重要施
策ではないかと考えている。

優先順位のNo.1は「顧客ではなく、社
員」。勿論、顧客が最優先、最重要であ
る。その為のアプローチが正しいかは重
要である。そのアプローチの主役は社員
であり、経営者がそれを社員に伝え、優
秀な部下のパフォーマンスを最大化する
ことに時間を使うこと。部下→顧客→自
社と言うあるべき優先順位に自社のガバ
ナンスを変革すること、ここに日本の経
営者が気づくことが肝要であると考えて
いる。

まとめ

欧州保険会社のボードメンバーが発言し
ていた言葉が印象的だった。

『保険会社は機会のプロフェッショナル
ではないが、リスクに対するプロフェッ
ショナルである。デジタライゼーション
を機会ではなく、リスクと捉えれば保険
会社はそれに立ち向かう先駆者になるべ
きである。』彼は社内の説得にこの考え
を良く使うと言っていたが、リスクに対
するプロフェッショナルである保険会社
の優位性を、デジタライゼーションと言
う機会に対し、どう向き合わせるかを意
識づける良い考えだと感じた。

それは、つまり1周先にある欧州保険会
社の経営者もデジタル・トランスフォー
メーションに対して様々な障壁を持ち、
悩み続け走り続けていると言うことであ
る。日本の保険会社の経営者が彼らと対
峙し、日本の世界品質を成し遂げる。こ
の活動を弊社はグローバルネットワーク
の活用、及びデジタル・イノベーション
を推進する立場として、あるべきコンサ
ルティング及び事業運営のご支援を三人
称ではなく、一人称として身を引き締め
つつ実施していきたいと考えている。

保険ビジネスへのインパクト
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